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●学位取得論文要旨
介護保険制度における介護サービスヘのアクセスの問題
1．研究の背景
介護保険制度の導入は､①「選別主義」から「普
遍主義」へ、②保護主義から自立支援へ、③公助
から共助へと、介護サービス提供における思想的
転換（池田2011:2-6)をもたらした。従来の「措置」
方式から「利用」方式への転換により、権利とし
てのサービス利用が可能となったことから、利用
者の介護サービスの利用意向は高まってきた。し
かし、介護保険制度上の問題を含む様々な理由に
より、介護サービスの利用を円滑に行えない高齢
者も少なくない。平成22年の厚生労働省の「国民
生活基礎調査」によると、要介護・要支援の認定
を受けた人の2割が介護保険サービスを利用してい
ない（厚生労働省2011)。また、度々取り上げられ
ている孤独死の場合は、福祉サービスを利用して
いなかったり、利用を中断していたケースが目立っ
ている。要介護認定率とサービス受給者数は年々
増加傾向にあるにもかかわらず、介護サービスの
ニーズを有しながら、サービスの利用につながら
ない背景としては、サービス利用に対する拒否感
を持っている場合や、供給サイドの連携が不十分
な場合等が明らかになっている（小林2007;井上
2008)◎
このような現状を踏まえると、実際に利用者側
がどのように介護サービスへとアクセスしている
かについて、実態把握に基づく総合的な考察が求
められる。しかし、これまでの介護サービスの利
用に関する研究では、サービスの利用に影響を及
ぼす要因、利用意向や態度、利用実態等に関する
研究はみられるが、利用者側のアクセシビリテイ
の視点から構造的分析を行ったものは少ない。ま
た、介護保険制度の利用支援システムとしてケア
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マネジメントが位置づけられているが、実際はケ
アマネジャーに出会うまでのプロセスの中での利
用者のアクセス能力が問われる。そのため、ケア
マネジメント開始前後における利用者のアクセス
の特徴と利用プロセスについての検討が必要であ
る。
2研究の目的と方法
本研究では、①介護保険制度における介護サー
ビス（以下、介護サービス）へのアクセス時の問
題を明らかにし、②利用者が持つどのような要因
が介護サービスへのアクセスを促しているのか、
また、③どのような要因が利用者のサービスの利
用プロセスにどのように影響しているのかについ
て、利用者と家族（以下、利用者側）の背景を踏
まえながら検討することを目的とする。
研究内容は、①利用者の介護サービス利用への
アクセシビリテイを高める「利用支援システム」
の問題について、先行研究を通して考察する、②
利用者側の介護サービスへのアクセスと利用に関
する問題を明らかにするために、福祉サービスの
｢利用のしやすさ」を表わす概念である「アクセシ
ビリテイ」の概念を検討して、分析枠組みを設定
する、③利用者側の介護サービスへのアクセス時
の状況や、困難内容及び困難程度等について、量
的調査の分析を通して明らかにする、④利用者側
へのインタビュー調査の結果を分析し、利用者側
のアクセス時の要因が実際のサービス利用にどの
ように影響していくのかを明らかにする、とする。
なお、本研究の研究目的からみると、何らかの
理由でサービス利用につながらない、または中断
する人々のアクセス能力の低位性についての考察
学位取得論文要旨「介護保険制度における介護サービスへのアクセスの問題」／李恩心
が求められるが、このような人々に対する実態調
査の実施は困難である。そのため、実際のサービ
ス利用者とその家族を対象に、介護サービスへの
アクセスと利用の問題を探索的に考察することに
した。
3．用語の定義
本研究で用いる「アクセス」とは、介護サービ
スの利用に至る一連のプロセスとし、また「アク
セシビリテイ」の定義は、「サービスへのアクセス
のしやすさ、及びサービス利用に関わる手続きの
しやすさ」とした。
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5．各章の概要
第1章では、介護保険サービスへのアクセスの
問題を明らかにするために、介護保険制度の導入
前後における介護サービスの「利用」の問題と「利
用支援システム」について述べた。
介護保険制度は､社会福祉基礎構造改革案(1997)
に伴う福祉関連法制度の改革の流れのなかで導入
された。介護サービスの利用は、従来の行政の職
権によるサービス提供である措置方式から、利用
者の自己決定権や福祉サービスの選択権を尊重す
る「利用」方式に転換され、権利としてのサービ
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ス利用が可能となった。このような利用方式の転
換は、利用者本位のサービス提供という意義が与
えられる一方、福祉サービス利用のための様々な
基盤整備や、福祉サービスに対する利用者のアク
セス能力の低位性など、措置制度の下で相談事業
とサービス提供が同時に行われていた際には必ず
しも明確になっていなかった課題が表面化し、行
政機関の新たな公的責任に関する議論等を生み出
した。
このような流れの中で古川(1997)は、社会福
祉供給システムの分析において、新たに「利用支
援システム」を位置づけた。具体的には、「社会福
祉の援助を実施し、提供しようとするシステムと
それを利用しようとする利用者やその家族、近隣
者、支援者等が出会う場所や状況において、すな
わちインターフェース的な状況において展開する
システムである」（古川1997:62)とした。介護サー
ビスにおける主な利用支援機関は、在宅介護支援
センター、居宅介護支援事業所、地域包括支援セ
ンターへと展開してきた。このように、介護保険
制度の導入により、介護サービスの「利用」にお
ける新たな問題と、それに対応する利用支援シス
テムの位置づけが問われるようになった。
次に、介護サービスへのアクセスと利用に関す
る先行研究のレビューを行い、福祉サービスへの
アクセス問題をみる視点として、福祉サービスの
アクセシビリテイの概念及び構成要素を検討した。
介護サービスの利用（利用有無や利用率等）に影
響を及ぼす要因に関する研究の中では、要介護者
の状況（ニード要因）や、家族介護者に関わる変
数等の影響に関する実証研究、介護サービスの認
知度及び利用意向に影響する要因に関する研究な
どがみられた。
介護サービスへのアクセスの問題をみる視点と
しては、福祉サービスの利用のしやすさを意味す
る「アクセシビリテイ」の概念に関する先行研究
がみられた（宮岡1990、越智2011)。この中で宮岡
(1990）は、文献研究を通して、利用者の社会資源
へのアクセシビリティの構成要素を取り上げてい
る。また､越智(2011)は､質的調査の分析を通して、
利用者の福祉サービスへの「アクセシビリティ」
をソーシャルワーク実践における鍵概念として位
東洋大学社会福祉研究第6号（2013年8月）
置づけ､利用者がサービスにアクセスするに当たっ
ての阻害要因と促進要因を具体的に検討している。
このような先行研究にみるアクセシビリティに
関する論点としては、①利用プロセスのなかへの
アクセシビリティ概念の位置づけ方と、②利用者
側からのサービスへのアクセスの問題と支援者側
から利用者側へのアクセスの問題といった、アク
セシビリテイ確保のための双方向の実践課題が指
摘されていた。また、研究対象としてアクセシビ
リティ概念を取り上げる際は、その分析対象を特
定する必要性があることなど、アクセシビリテイ
概念には多様な捉えかたがあった。
以上のように福祉サービスへのアクセシビリ
テイという概念には、サービスの利用をサービス
の利用の有無や利用率に注目するのではなく、利
用のプロセスを中心に考察することにその意義が
ある。この点に関する先行研究の中で､越智(2011)
は、福祉アクセシビリティを向上させるための有
効な方法として相談支援システムの構築と機能の
充実を課題として指摘していた。また、介護保険
制度の利用支援システムの一つである居宅介護支
援事業所及び地域包括支援センターは、このよう
なサービスの利用プロセスに関わる業務を行って
いるが、さまざまな課題が指摘されている。この
ように、介護保険制度導入後の要支援・要介護者
側からみる介護サービスへのアクセス時の状況と
利用の問題、また要介護ニーズを有しながら介護
サービスの利用につながらない問題等に対する構
造的、体系的な研究が不十分であることが、先行
研究から明らかになった。
そこで本研究では、宮岡と越智のアクセシビリ
表1分析に用いた変数群
＜属性要因群＞ ＜ニーズ要因群＞
性別 サービス利用時期
説明変数
(背景要因群）
本人・家族
年齢階層
学歴
初めて受けた要介護度
認知症有無
入院有無
相談者の同居有無
経済状況
テイの構成要素と分析枠組みを参考に、利用者側
の介護サービスの利用プロセスにそって、サービ
スの利用に至るまでの一連のプロセスである「ア
クセス」と実際の「利用」との関係を検討するこ
とにした。
第2章では利用者側からみた介護サービスへの
アクセス時の問題を明らかにするために、東京都
A市で行った量的調査（本人57名、家族85名。有
効回収率は38.4％）の結果を用いて、利用者側の介
護サービスへのアクセス時の状況及びアクセス時
の困難内容を分析し、さらにアクセス時の困難に
影響する利用者側の要因について分析を行った。
介護サービスへのアクセス時の困難内容からみ
ると、情報収集に関する困難が4割弱で最も多かっ
た。中でも①どのような情報を、どこで調べたら
良いか分からない、また、②ケアマネジャーの選
び方や介護サービス事業所の選び方に関する困難
が最も多くみられた。
次に、アクセス時の困難に影響する利用者側の
要因をみるために、説明変数として「属性要因群」
｢ニーズ要因群」「意識・態度要因群」「相談行動要
因群」からなる「背景要因群」を設定し、被説明
変数としては、「アクセス時の困難」に関わる、①
情報収集時の困難、②窓口利用時の困難、③認定
申請時の困難、④ケアプラン作成時の困難、⑤事
業所選択時の困難の有無を設定した（表l)。分析
手順は、まず説明変数である背景要因群間の関連
を分析(x2検定）し､次に「アクセス時の困難有無」
に影響する利用者側の背景要因群を分析(x2検定）
した。
＜意識・態度要因群＞
利用者抵抗感有無
家族抵抗感有無
福祉情報認知有無
窓口への心理的距離感有無
＜相談行動要因群＞
利用のきっかけ
情報源区分
相談相手区分
利用経験者との相談有無
相談窓口利用有無
被説明変数
(アクセス時の
①情報収集時の困難有無②窓口利用時の困難有無③認定申請時の困難有無
困難有無） ④ケアプラン作成時の困難有無⑤事業所選択時の困難有無
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分析の結果、利用者側の背景要因群間には次の
ような特徴がみられた。
まず「公的相談窓口に対する心理的距離感」は、
｢介護保険制度導入直後」に比べて「2006年の制度
改正後」では減少していた。しかし一人暮らし世
帯の場合、相談窓口に対して積極的なアクセスを
考えない傾向が示された。また、介護サービスの
利用開始時期が最近であるほど、福祉情報の認知
度が上がっていた。
次に、サービス利用のきっかけにみられる特徴
としては、①利用者本人に、サービス利用に対す
る抵抗感があった場合や、②相談者が利用者本人
と同居世帯の場合、③利用者本人が認知症であっ
た場合に、利用者本人でも家族でもない「その他
の人」からの声かけがあったことが、サービス利
用への決定的な動機づけとなっていた。
さらに、アクセス時の困難に影響する要因とし
ては、①利用経験者に相談することで情報収集の
困難が減少する、②家族にサービス利用に対する
抵抗感があると、事業所選択時の困難が増加する、
③利用者がサービス利用前に入院していた場合に、
ケアプラン作成時と事業所選択時に困難が増加す
ること、などが明らかになった（図l)。
図1アクセス時の困難に影響する要因
説明変数
(背景要因群）
＜ニーズ要因群＞
サービス利用時期G
初めて受けた要介護度
認知症有無
入院有無＆
撫駕鷲、
驫繍蕊繍溌
窓口への心理的距離感有無
＜相談行動要因群＞
利用のきっかけ
情報源区分
相談相手区分
利用経験者との相談有無
相談窓口利用有無
①情報収集時の困難有無
②窓口利用時の困難有無
:要蝿有“
⑤事業所選択時の困難有毎〃01、
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第3章では、東京都B区の社会福祉法人C会の
通所介護事業所の利用者を対象に行った半構造化
インタビューの調査結果(11名）を分析した。分
析方法は、「質的データ分析法」（佐藤2008）を参
考に行った。コーディングは、第2章でアクセス
時の困難等に影響がみられた利用者側の「意識・
態度」と「相談行動」の側面に焦点化して行った。
分析の結果､利用者の【利用に当たっての気持ち】
(以下､｢利用への気持ち｣)と【知っていた福祉情報】
(以下､｢事前情報｣）のカテゴリーから､「I群」「Ⅱ
群」「Ⅲ群」「Ⅳ群」の4つのアクセス群に分類し
た(表2)。各アクセス群はそれぞれ【手続きする人・
手続きに影響する人】（以下、「影響する人｣）の影
響を受けながら、サービスの利用に至っていた。
表2アクセス群の分類
知っていた福祉情報 知っていた福祉情報
なし あり
利用に当たって
の気持ちなし
I群 Ⅲ群
利用に当たって
の気持ちあり
Ⅱ群 Ⅳ群
利用者のサービス利用評価は、【制度やサービス
のよしあし】【専門職との関係性】【利用の方針】
のカテゴリーから、「やむを得ない利用」「まあま
あの利用」「積極的利用」の3つのタイプに分類し
た。次に、アクセス群と「影響する人」の特徴が、
利用者の利用評価タイプに及ぼす影響を考察した。
その結果「Ⅳ群」は、「積極的利用」のタイプに
つながる傾向がみられた。また「I群」は、多様
な利用評価につながった。具体的には、「影響する
人」が家族以外の場合は「積極的利用」へ、家族
に利用手続きを任せていた場合は「やむを得ない
利用」になっていた。各アクセス群と利用評価タ
イプとの関係は、実際に利用しているサービス内
容の影響も受けるが、アクセス群によって「影響
する人」が異なっていた（図2)。
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図2アクセス群と利用評価タイプとの関連
アクセス群影響する人(影響の内容） 利用評価タイプ
家族(福祉･医療関係者） Cさん(要介護2）
Aさん(要介護2）
Dさん(要介護2）
寺
牛
牛
寺
家族十窓口の人
(サービス提供機関を紹介）
近所の知り合い
（声かけとつなぎ）
やむを得ない利用
(仕方のない利用）
｢I群」
Bさん(要支援1）
家族十窓口の人
(サービス提供機関を紹介）
同じ立場の人
（サービスの口コミ）
近所の知り合い
（ケアマネジャーを紹介）
Fさん(要支援2）
Gさん(要支援1）｢Ⅱ群」
、
Eさん(要支援1）
｢Ⅲ群」 家族(福祉･医療関係者） Hさん(要介護1）
積極的利用
本人
友人(福祉･医療関係者）
家族(ボランティア体験）
Iさん(要支援2）
Jさん(要支援1）
Kさん(要介護4）
一
一
(次の段階へつなげる
利用、他の人への紹
介を伴う利用）
｢Ⅳ群」
アクセス環境
利用環境
第4章では、利用者の介護サービスへのアクセ
スに影響する家族介護者を「アクセス環境」とし
て位置づけ、家族介護者のアクセス時の状況及び
利用の側面について分析した。ここでは、第3章
で用いた質的調査と同一条件で実施した家族介護
者への半構造化インタビュー調査結果（利用者家
族4名、その他5名）を用いた（表3)。
分析の結果、家族のアクセス群がⅣ群であった
場合は、家族介護者に福祉職の勤務経験がある、
福祉施設でのボランティア経験を持っている、他
の家族に医療・福祉関係者がいたり、サービスの
利用経験があるなど、何らかの形でサービスの利
用経験があった。「Ⅱ群」に「影響する人」は、「窓
口の人(病院)」または｢近所の知り合い｣であった。
なお、ここでの「近所の知り合い」は、家族が現
在利用している施設の利用経験を持っていた。「Ⅲ
群」に「影響する人」は､｢近所の知り合い」であっ
た。ここでの「近所の知り合い」も同施設の利用
経験を持っており、家族介護者にサービスに関す
る情報を具体的に提供することで、家族がサービ
ス利用に踏み込めるような影響を与えていた。こ
のように、家族が「Ⅳ群」以外の場合は、利用者
本人でも家族でもないその他の人が介護サービス
の利用に「影響する人」となり、家族のアクセス
能力を高めていた。
第5章では、第2章から第4章までの分析結果
を踏まえた理論的考察を行い、利用者側のサービ
表3家族のアクセス群
注)FAさんからFDさんは利用者家族。
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家族ID
家族の
アクセス群
家族のアクセスに影響する人
FA Ⅳ群 他の家族（福祉・医療関係者）
FB *他の家族(娘)の積極的な相談行動
FC Ⅳ群 家族本人（福祉職の勤務経験）
FD Ⅳ群 家族本人（ボランティアの経験）
FE Ⅲ群 近所の知り合い
FF Ⅱ群 窓口の人（病院）
FG Ⅱ群 近所の知り合い
FH Ⅳ群 他の家族の利用経験
F1 Ⅳ群 近所の知り合い
学位取得論文要旨「介護保険制度における介護サービスへのアクセスの問題」／李恩心
スヘのアクセスの問題を明らかにした。また、サー
ビスへのアクセシビリテイ向上のための利用支援
システムの課題について述べた。
第一に、利用者側の介護サービスへのアクセス
の実態及びアクセス時の困難の有無からみると、
公的相談窓口やケアマネジメントのような利用支
援機関の利用における問題が明らかになった。第
二に、利用者側がインフォーマル支援者から得る
ことのできるサービス情報の重要性が明らかに
なった。第三に、利用者のアクセス群の特徴を検
討した結果、利用評価タイプが変容するには、ア
クセス群と「影響する人」との関係性に着目した
支援が重要であるということが明らかになった。
ところで、第1章で紹介した古川の「利用支援
システム」の機能には、判断能力が不十分な人々
や、サービス利用を拒否する人々への、サービス
提供者側からのリーチアウトの必要性が示されて
おり、この点は重要な指摘である。しかし、これ
までの検討を踏まえると、利用者側のサービスの
｢利用への気持ち」というような「利用意思」の問
題をどのように位置づけるかについては明確にさ
れていない。また、利用支援システムの主な機能
は、制度として取り組むべきインターフェースと
しての機能であるため、本研究で取り上げている
｢影響する人」のような位置づけはみられない。即
ち、利用支援システムの中における利用者側から
のサービスへの「アクセス」という問題の位置づ
けは明確ではないといってよい。
そのため、本研究では、利用支援システムを補
強する要素として、利用者のアクセス時の「影響
する人」に着目する視点や、情報の取得に役立つ
相談支援ネットワークの構築、サービス利用プロ
セスの中に「アクセス」概念を位置づけることの
必要性について論じた。これらの取り組みが、結
果的に、利用者本位の利用支援につながることに
なる。
終章では、まず各章の研究結果を振り返り、本
研究の意義を述べた。
第一は、介護サービスを必要とする人のサービ
スへのアクセシビリテイの問題を提起し、サービ
スの評価を利用有無及び利用率などの利用結果の
みで行うのではなく、利用プロセスに対する評価
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の視点を提供したことである。第二は、利用者側
の介護サービスへのアクセス時の困難を明らかに
し、対応の視点を示したことである。第三は、利
用者本人のアクセス群と利用評価タイプとの関連
を明らかにしたことで、アクセス時の状況を踏ま
えた利用者本位のアクセス支援を行う視点を明確
にしたことである。これとの関連で、ケアマネジ
メントにおけるアクセス支援の課題として、介護
サービスの情報提供のあり方についても明らかに
することができた。第四は、福祉サービスの利用
支援を分析する視点として位置づけられた古川の
｢利用支援システム」という分析枠組みに、利用者
側からみたサービスへの「アクセス」という概念
を新たに位置づけたことで、利用者側のアクセス
問題を捉える視点を提供したことである。
次に、利用者側の介護サービスへのアクセシビ
リテイを高める介護保険制度の運用のための若干
の提言を行った。第一に、介護保険制度そのもの
の設計の簡素化に加え、保険者である自治体には
行政側の広報等で制度に対する分かりやすい説明
や案内のための工夫、及び利用手続き関連書類の
簡素化などの独自の努力の必要が求められる。第
二に、介護保険給付化されたケアマネジメント機
能を見直し、ケアマネジメントという利用支援シ
ステムをスムーズに利用できない人々へのアプ
ローチとして、相談支援ネットワークが十分に機
能を発揮できるような環境を整備していくことで
ある。第三に、介護サービスの利用ニーズの顕在
化に役立つような情報は、その前提として、利用
者が満足できるような内容でなければならない。
そのためには介護サービスの質の向上への取り組
みが一層求められる。
最後に、本研究に残された研究課題について述
べた。まず本研究で分析に用いた量的調査と質的
調査は、限られた地域及び対象者によるデータ収
集であった。また分析枠組みとして、利用者側の
背景要因に焦点を当てているが、介護サービスへ
のアクセシビリテイ向上のためには、制度や環境
要因等の促進要因の影響も大きいと考えられる。
そこで、アクセシビリテイの分析枠組みを拡大し、
介護サービスの種類や地域特性を考盧した実証研
究が今後の課題となる。また本研究では、サービ
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スヘのアクセスに「影響する人」を位置づけ、「ア
クセス」と「利用」の構造からみえる問題を明ら
かにしたが、実際のアクセス支援における具体的
な方法論として展開できるような理論枠組みの提
示は今後の課題となる。
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